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昨今の公共交通の利用者数が大幅に減少した要因として，COVID-19 の流行とそれによる生活様式の変

化が挙げられる．しかし，公共交通の通勤需要は減少したと一般には言われるものの，COVID-19 の流行

から 3 年以上が経過し，情勢や働き方の変化に伴い，今もなお多様な行動パターンが生じ続けているもの

と考えられる． 
そこで，本研究では，東京都市圏の就業者の通勤需要を対象として，個人属性や職業の状態といった客

観的な事実以外にも，個人の意向ならびに企業規範や働き方といった事項も変数に用いた上で，鉄道や路

線バスの利用の変化に関する因果関係を明らかにすることを目的とする．本稿では，これを達成するため

の Web アンケート調査の概要と，検証的な分析を見据えた仮説の設定について記述する． 
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1. はじめに 
 
昨今の公共交通の利用者数が大幅に減少した要因とし

て，COVID-19 の流行が大きな契機となったことが挙げ

られる．例えば，わが国の鉄道事業の場合であれば，大

坂注 1)注 2)によると，2020 年度の輸送人員については JR・
大手私鉄とも，COVID-19 流行前のおよそ 2～4割の減少

となっている．そして，同年度の売上高については大手

私鉄であればおよそ 2～4 割，JR であればそれ以上の減

少となっている．路線バスについても，国土交通省注 3)

によると， 2019 年に比べた 2020 年の輸送人員について，

COVID-19流行直後の 4・5月で前年比 50%減，その後 11
月以降についても 20%台の減少で推移していることが示

されている． 
こうした公共交通の利用者数の減少は，人々の生活様

式の変化と結びついているものと考えられ，通勤需要に

限定すれば，テレワークへの切り替えが最たる例である．

すなわち，これまで出社のために発生していた公共交通

を利用する需要が，在宅勤務やサテライトオフィスの利

用によって全て，あるいは一部が代替される形である．

但し，テレワークに関しては，ホワイトカラー・ブルー

カラーに代表される職種の違いや，テレワークに関する

社内規定の整備の程度などに左右されるため注 4)，公共

交通の利用が減少したという現象は，多様で複雑な要因

によって生じているものと考えられる． 
加えて，日本生産性本部の調査注 5)によると，2023年 7

月時点の調査でテレワークの実施率は 15.5%と，それま

でと微差ではあるものの，過去最低の値となった．また，

同じ時点での従業員規模別のテレワーク実施率について

は，1,001 人以上の勤め先であれば，2023 年 1 月調査の

34.0%から22.7%へと大きく減少した．こうした変化は，

COVID-19 の感染症法上の 5 類への移行を機に，テレワ

ークからオフィス勤務へと回帰するケースが活発になっ

たことによるものと見られている． 
以上の事項から，COVID-19 の流行をきっかけとして，

公共交通の通勤需要は減少したと一般には言われるもの

の，COVID-19 の流行から 3 年以上が経過し，情勢や働

き方の変化に伴い，今もなお多様な行動パターンが生じ
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続けているものと考えられる．一例としては，出社を継

続している人，完全に出社を取りやめた人，出社とテレ

ワークを併用している人，一旦は出社を取りやめていた

が復活した人が挙げられる．そして，その行動原理には，

個人の意向による合理的な選択行動や習慣的な行動以外

にも，個人ごとあるいは企業ごとに異なる規範や働き方

に起因する外的な要因が，同時に作用していることが想

定される． 
 
 
2. 本研究の位置付け 
 
(1) 既往研究の整理 
はじめに，わが国における，COVID-19 の流行が及ぼ

した移動や行動への影響に関する既往研究をまとめる．

廣井 1)は，わが国での 1 回目の緊急事態宣言発出直後の

2020年4月中旬に，外出自粛について問うたWebアンケ

ートを行った．その結果として，通勤目的の外出自粛に

は地域差が生じたが，これは個人の認知の向上以外にも，

会社の判断をはじめとしたさまざまな要素が必要となる

ため，公共交通機関の混雑や在宅勤務の可能性，職種の

違いなどが原因であると考察している．さらに，安達 2)

は，COVID-19 がもたらした関西圏における通勤行動へ

の影響を，アンケート調査により示している．そのうち，

通勤手当の支給に変化があったかどうかという調査では，

およそ 7割の通勤者は変化がなかったとしている一方で，

1 割程度の通勤者は変化あるいはその兆しを感じ取って

いることを示している． 
職種の違いやテレワークの実施による変化という点で

は，岡田・出口 3)は，国土交通省が主体となって行った，

オンラインのアンケート調査である「新型コロナ感染症

の影響下における生活行動調査」のデータを用いて，テ

レワークの導入実態と就業者属性の関係を示している．

その分析として，数量化 II類を用いた就業者属性の偏り

に着目しており，情報通信業や学術研究の職種は，テレ

ワークの頻度が高い傾向にあること，通勤時間が長い，

あるいは世帯収入が高い就業者は，テレワークを導入す

る傾向が強いことなど，テレワークの実施に大きな影響

を及ぼしている事項を明らかにしている．  
また，類似の分析として，小松﨑ら 4)は，独自調査に

より，従来の業務場所とリモートワークにおける業務場

所を比べることで，業務活動のオンラインシフトの実態

について明らかにしている．そして，これを目的変数と

し，全有職者サンプルを対象にした数量化 II類によって，

この要因を分析したところ，「リモートワーク義務・推

奨あり」という制度的制約が非常に強い影響を持ってい

ること，年齢階層では「60 代以上」の，職種では「会

社・公務員（管理職）」のカテゴリースコアが，それぞ

れ正に大きいことを明らかにしている． 
続けて，海外で行われている同種の既往研究をまとめ

る．Balbontinら 5)は，COVID-19の流行を契機とした個人

の態度として，在宅勤務の嗜好，健康への懸念，公共交

通機関を利用することへの懸念など 6つを因子分析から

導き，それらを説明変数に加えた負の二項回帰モデルに

よって，トリップ目的ごとに週当たりのトリップ回数へ

の影響を調べている．この結果，在宅勤務の日数が多け

れば，通勤目的のトリップは減少する一方で，大都市圏

では買い物，地方部では社交，娯楽などの非通勤目的の

トリップが増加する傾向にあること，但し，公共交通機

関の利用に懸念を抱く就業者は，通勤目的でも非通勤目

的でも，トリップが生じにくい傾向にあることなどを明

らかにしている． 
そして，Downeyら 6)は，スコットランドにおける

将来の公共交通利用の変化に関する要因を特定する

ために，994 人を対象とした Web アンケート調査を

行った．調査結果の集計から，1/3 を超えるサンプ

ルの利用が減少する一方で，1/4 程度のサンプルは

自動車利用が増加することが予測されるものと指摘

している．加えて，random parameter bivariate probit 
modelによる分析から，COVID-19流行前の手段選択

や COVID-19 感染のリスク認知，世帯人員，居住地

域といった要因が，将来公共交通を利用することの

意図に対して，有意に影響を及ぼすことを明らかに

している． 
また，Nikolaidouら 7)は，87都市におけるビッグデータ

を活用し，COVID-19 の流行期間で公共交通の利用しな

くなった人の割合を目的変数とした，重回帰分析を行っ

ている．その結果，公共交通のサービス特性（2019年で

の待ち時間，同年での通勤トリップ中の乗り換え回数），

COVID-19 の流行の重大さ（2020 年での 100 万人当たり

の死者数），質的なサービス面（車両や駅・バス停の消

毒への関心）が，正に影響を及ぼす有意な要因であるこ

と，逆に所得格差の程度を表すジニ係数は，負に影響を

及ぼす有意な要因であることを明らかにしている． 
 
(2) 目的 
既往研究より，COVID-19 の流行を境とした行動や交

通手段の利用の変化，およびその影響要因の調査が行わ

れてきたといえる．こうした知見は，前章で述べたよう

な，公共交通の利用が減少した，あるいは人々の生活様

式が変化したと一般にいわれる事実を裏付ける，非常に

貴重な論証である．しかしながら，国内の市区町村レベ

ルで，特定の移動を対象とした解像度の高い分析が行わ

れていないこと，個人ごとの鉄道や路線バスの利用の変

化に対して，個人の意向ならびに企業規範や働き方を変

数として同時に含んだ，一体的な分析が行われていない
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ことについては，研究の余地があるものと考えられる． 
そこで，本研究では，都市交通の中でも，鉄道や路線

バスにおける COVID-19 を境とした需要の変化として，

比較的長い距離のトリップを行っていた東京都市圏の就

業者の通勤需要を取り上げる．そして，個人属性や職業

の状態といった客観的な事実以外にも，個人の意向なら

びに企業規範や働き方といった事項も変数に用いた上で，

鉄道や路線バスの利用の変化に関する因果関係を明らか

にすることを目的とする． 
これは，COVID-19が 2023年 5 月に感染症法上の位置

付けでも 5類に分類され，過去数年とは情勢的に状況が

異なった東京都市圏において，交通事業者にとって，通

勤需要に係る経営戦略やマーケティングに資するもので

ある．そして，鉄道や路線バスを中心に，今後の都市交

通サービスのあり方を検討する知見を得られるという点

で，本研究は意義を持つものと考えられる．同時に，鉄

道や路線バスの利用者にとっても，本研究の知見を活か

し，新たな需要構造に対応した輸送サービスを享受でき

ることも期待され，この点においても意義を持つものと

考えられる． 
 
 
3. Web アンケート調査の実施と分析に向けた仮説

設定 
 
本研究では，Webアンケート調査を用いて取得したデ

ータを活用する．なお，本稿執筆段階（2023 年 10 月上

旬）では調査を実施中であるため，本稿ではアンケート

調査の概要と，検証的な分析を見据えた仮説の設定につ

いて記述する． 
表-1に，主な調査項目を示す．取得サンプルについて

は，クロス・マーケティング社のモニターに配信し，ス

クリーニングを経て，1,500サンプルを予定している． 
対象とするサンプルは，神奈川県内の特別市（横浜市，

川崎市，相模原市）に在住し，東京都心 5区（千代田区，

中央区，港区，新宿区，渋谷区）に勤務する人，かつ 
 

表-1 主な調査項目 

 

分類 調査項目 選択肢
性別 男性，女性
年齢 ―
居住地 横浜市18区，川崎市7区，相模原市3区，それ以外
勤務地 東京都心5区(千代田区，中央区，港区，新宿区，渋谷区)，それ以外
COVID-19流行前の通勤時の交通手段 鉄道，バス，自家用車，バイク，自転車，徒歩，その他
COVID-19流行前から現在までに以下の出来事があったか 転居，転職，転勤，あてはまらない
世帯構成員人数 ―
住居 持ち家，賃貸，一戸建て，集合住宅

同居者の詳細(複数回答可)
独居，小学生未満，小学生，中学生，高校生，大学・短大・大学院・専門学生(浪人含
む)，配偶者，自身や配偶者の親，自身や配偶者の祖父母，学生以外の親族，知人・友
人・恋人，その他

自動車保有台数 ―

世帯収入 200万円未満，200～399万円，400～599万円，600～999万円，1,000～1,499万
円，1,500万円以上，不明・答えたくない

職業
会社勤務(一般社員，管理職，経営者・役員)，公務員・教職員・非営利団体職員(一般
職員，管理職)，派遣・契約社員，自営業，SOHO，農林漁業，専門職(弁護士・税理
士等・医療関連)，それ以外

会社の規模 50人未満，50～99人，100～299人，300～499人，500～999人，1,000人以上

業種

農業・林業，漁業，工業・採石業・砂利採取，建設業，製造業，電気・ガス・熱供給・水
道業，情報通信業，運輸業・郵便業，卸売業・小売業，金融業・保険業，不動産業・物
品賃貸業，学術研究・専門・技術サービス業，宿泊業・飲食サービス業，生活関連サービス
業・娯楽業，教育・学習支援業，医療・福祉，複合サービス事業，サービス業(他に分類され
ないもの)，公務(他に分類されるものを除く)，その他の産業

通勤行動の頻度

テレワークの頻度
鉄道，バスの利用頻度
自家用車の利用頻度
通勤手当 全額あり，一部あり，全くなし
利用券種 定期，非定期，その他
出社するよりもむしろ，可能な限りテレワークを行いたかった．
通勤目的で，公共交通(鉄道やバス)を利用することに不安に感じた．
買い物や通院，飲食などの用事について，通勤の途中で寄り道して行うことを控えたいと思っていた．
買い物や通院，飲食などの用事について，なるべく居住の区内で済ませたいと思っていた．
居住の区内での移動では，公共交通よりも自家用車の利用の方が好ましいと思っていた．
出社するよりもむしろ，可能な限りテレワークを行いたい．
通勤目的で，公共交通(鉄道やバス)を利用することに不安に感じる．
買い物や通院，飲食などの用事について，通勤の途中で寄り道して行うことを控えたいと思っている．
買い物や通院，飲食などの用事について，なるべく居住の区内で済ませたいと思っている．
居住の区内での移動では，公共交通よりも自家用車の利用の方が好ましいと思っている．
テレワークが推奨されることよりも，出社することの方が求められていた．
COVID-19の感染状況によって，出社かテレワークかを柔軟に選択できる状況だった．
事務処理や対面での会議など，出社しなければ行えない業務が多かった．
出社する場合には，時差通勤が強く推奨されていた．
テレワークが推奨されることよりも，出社することの方が求められている．
COVID-19の感染状況によって，出社かテレワークかを柔軟に選択できる状況である．
事務処理や対面での会議など，出社しなければ行えない業務が多い．
出社する場合には，時差通勤が強く推奨されている．

※時点について，COVID-19流行前=2019.10，コロナ禍中=2021.8=東京オリンピックの頃=4回目の緊急事態宣言が発出，現在=2023.10とする．

コロナ禍中での
企業規範や
働き方

現在の
企業規範や
働き方

5件法
(あてはまる，ややあてはまる，どちらともいえない，あまりあてはまらない，あてはまらない)

コロナ禍中での
個人の意向

現在の
個人の意向

週5日以上，週3～4回程度，週1～2回程度，月1～2回程度，月1回未満，全くない

個人属性

職業状態

3時点での
変化
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COVID-19から現在まで転居や転職，転勤の無い人とし

た．このエリア設定は，利用者数の減少が著しいとさ

れる，都心へ向かう典型的な郊外居住者層の就業者注6)

に着目するためである．加えて，こうした利用距離帯

のトリップの変化は，短距離利用と比べて，鉄道や路

線バスの経営に一定の影響を及ぼすものと考えられる

ためである． 
その他，個人属性や職業の状態について問うた後

（表-1で塗りつぶしをしている調査項目は，スクリー

ニングに用いる項目である），通勤行動や鉄道，路線

バスの利用頻度の変化について尋ねる．これらは

COVID-19の流行前，コロナ禍中，現在の 3時点の各々

で回答してもらい，それぞれの時期としては，2019年
10月頃，2021年 8～10月頃（東京オリンピックが開催

されていた他，政府による 4回目の緊急事態宣言が発

出されていた頃），2023年 10月である．最後に，個人

の意向と，企業規範や働き方についての質問を 5件法

によって尋ねる．  
以上の調査項目から得られるデータを用いて，公共

交通の利用頻度の変化に関する分析を行う．これを図-
1に示す．用いる分析手法は，共分散構造分析を想定し

ている．これにより，鉄道や路線バスの複数時点間で

の利用頻度の変化について，多くの既往研究で扱われ

ている個人属性や職業の状態を表す変数の他に，テレ

ワークの実施意向や公共交通へのリスク認知などとい

った「個人の意向による移動可能性」，および出社の

必要性や情勢に伴う働き方の選択可能性などといった

「企業規範や働き方による移動可能性」を潜在変数と

し，変数間の影響力の強弱を分析できるものと期待さ

れる． 
そして，分析結果で得られた標準化パス係数の大小

を以て，交通行動が変化したと一般に言われている現

象の因果関係の強さを可視化できることは，働き方や

移動の選択肢を充実させること，すなわちピークレス

な社会に繋がる基礎的な知見になり得るという点で，

有用であると考えられる． 
 
 
4. 結論 

 
本研究では，比較的長い距離のトリップを行ってい

た東京都市圏の就業者の通勤需要を取り上げ，個人の

意向ならびに企業規範や働き方といった事項も変数に

用いた上で，鉄道や路線バスの利用の変化に関する因

果関係を明らかにすることを目的とした．そして，本

稿では，これを達成するための Web アンケート調査の

概要と，検証的な分析を見据えた仮説の設定を行った． 
今後は，調査データ取得後速やかに分析を行い，成

果を報告する所存である． 
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大学大学院の松行美帆子教授と安部遼祐准教授には，
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意を表します． 

 

 

図-1 公共交通の利用頻度の変化に関する因果構造の仮説 
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NOTES 
注1) 大坂直樹：JR7 社の 2021 年 3 月期決算，鉄道ジャー

ナル，第 55 巻，第 8号，pp.80-85，2021． 
注2) 大坂直樹，大手私鉄 2021年 3月期決算 構造改革は避

けられない，鉄道ジャーナル，第 55 巻，第 9 号，

pp.80-84，2021． 
注3) 国土交通省：令和 3年版国土交通白書 
注4) 中村文彦，三浦詩乃，三牧浩也，本間健太郎，相尚

寿，北崎朋希：ピークレス都市東京，近代科学社，

pp.59-71，2023． 
注5) 日本生産性本部：第 13回働く人の意識調査， 

<https://www.jpc-net.jp/research/detail/006527.html> ，

2023 年 9 月 24日アクセス． 
注6) 中村文彦，三浦詩乃，三牧浩也，本間健太郎，相尚

寿，北崎朋希：ピークレス都市東京，近代科学社，

pp.89-96，2023． 
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